
令和２年度
新規就農サポート事業
・大型免許取得支援～新規参入者に加え新規学卒者とUターン就農者も

補助対象に加える
新規参入支援事業
・住宅取得等支援～新規学卒者とUターン就農者を補助対象から除く

令和３年度
新規参入支援事業
・ビニールハウス等導入支援～補助上限額を１５０万円に増額し、補助率表

記を50%から1/2に変更
・生産条件整備支援～新規学卒者やUターン就農者を補助対象から除くほ

か、補助内容に「土壌改良」を追加し、補助率表記を
50%から1/2に変更

令和４年度
新規参入支援事業
・国の経営発展支援事業が採択となった場合は、ビニールハウス等導入支
援や生産条件整備支援を補助対象から除く

３ 活力と賑わいに満ちた魅力あふれるまち （１）農林業の振興

新規就農・農業後継者育成支援事業
事業の目的

根拠法令：岩見沢市新規就農サポート事業実施要綱
北海道農業次世代人材投資事業実施要領
北海道経営発展支援事業補助金交付事務取扱要領

関連計画：岩見沢市農業振興ビジョン、岩見沢市総合戦略

事業の概要

地域農業の維持・発展に不可欠な担い手となり得る農外からの新規参入者など、新規就農者の育成・確保を図ります。

新規就農者に対し、市の新規就農サポート事業・新規参入支援事業及び国の経営開始資金・経営発展支援事業により
支援を行います。

新規就農に必要な農業知識又は技術習得に係る研修等を支援します。

新規就農サポート事業

新規参入者の早期経営安定を支援します。

新規参入支援事業

国の経営開始資金や経営発展支援事業により支援します。
〇経営開始資金～年額150万円以内（３年間）
〇経営発展支援事業～就農後の経営発展のため、機械・施設等の導入経費の3/4以内
（補助対象事業費上限500万円・補助額上限375万円）

新規就農者確保事業

経営安定支援 10万円/月（期間：2年以内）

農用地取得支援 取得価格の1/5以内（上限150万円）

農用地賃借料支援 賃借料の1/2以内（上限20万円（営農開始から5年間））

公租公課相当額支援 農用地及び施設の固定資産税相当額（3年間）

住宅取得等支援 住宅の購入又は増改築費の1/2以内（上限50万円）

ビニールハウス等導入支援 資材等の購入費用の1/2以内（上限：1５0万円）

生産条件整備支援 圃場整備・土壌改良に要する費用の1/2以内（上限100万円）

短期研修支援 研修費用の助成（上限6万円/1研修）

就農進学支援 12万円/年（期間：4年以内）

就農技術習得支援 10万円/月（期間：2年以内）

家賃助成支援 家賃の2/3以内（上限3万円/月、期間：2年以内）

受入農家支援 4万円/月（期間：2年以内）

雇用就農等支援 支払賃金の1/2以内（上限：9万円/月、期間：6カ月以内）

大型免許取得支援 入学金相当額4.3万円

相談者数

新規就農者

新規学卒者 Ｕターン
新規参入者

(独立)
新規参入者

(法人)

令和元年度 75 12 8 1 4

令和2年度 60 5 9 0 0

令和３年度 60 ４ １６ 0 0

（単位：人）新規就農者の実績

令和５年度予算額 ５，５０５万円

事業開始年度 平成22年度
【見直し等の経過】

農政部農務課
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３ 活力と賑わいに満ちた魅力あふれるまち （１）農林業の振興

農業ＤＸ推進事業

根拠法令：岩見沢市農業振興奨励補助事業実施要綱

関連計画：岩見沢市農業振興ビジョン、岩見沢市総合戦略

農作業のデジタル技術導入、科学的根拠に基づく農業基盤強化等を推進します。

消費動向やニーズに即した農産物生産に向け、データ解析による土壌改良やスマート技術導入等による作業環境の最
適化を図るなど、新たな農業体制の構築による地域産業の持続性確保・農業所得向上目指します。

事業の目的

事業の概要

事業開始年度 令和４年度（ICT農業普及促進事業・産地づくり推進事業を統合）

①主食用米の需要が毎年約10万トン程度減少すると見込まれており、
水稲に代わる新たな作物の生産が求められている。

【背景】

令和５年度予算額 ２，１００万円

農政部農務課

R1 R2 R3 R4

水稲作付面積 5,999ha 5,892ha 4,574ha 3,577ha

②農業者人口は20年前と比較すると51.0%減少、高齢化率も38.8%
となり、デジタル技術を活用による省力化が求められている。

【課題】

①水田作から畑作への転換については、転換後の品質・収量の低下が懸

念される。

② 実需者や消費者が求める新たな農産物の生産に即座に対応できる環

境づくりが急務。

③ 「生産基盤」「生産（スマート農業）」「流通・販売」「データ活用・分析」
のサイクルの中で、デジタルを活用した効率的かつ経済的な「農業」の
推進。

◆ マーケティング
・所得向上に資する作物抽出
・マーケティング分析
・試験栽培など適正検証

◆ データ分析・活用
・経済性分析
・土壌化学性・物理性診断
・生育状況マップ作成・提供

◆ 生産（連携事業）
・ビッグデータ活用高度化
・作業請負ビジネス確立
・ロボット活用による新たな作業形態

◆ 農業基盤の最適化
・土壌物理性改善効果の把握
・肥料散布コントラクター実装
・ＵＡＶ活用による肥料散布

○デジタル技術の活用による農業の高度化を図り、農業所得向上及び省力化を図る
1）水田農業のスマート化による収量及び品質向上検証
2）営農知見情報の集積と利活用検討及び地域内外へ向けた普及啓発

【主な事業経過】

○いわみざわ地域ICT農業利活用研究会

R3年度事業 ： 園芸施設スマート化実証（野菜）

R4年度事業 ： 育苗施設スマート化実証（水田・玉ねぎ）

○岩見沢市農業所得向上等協働促進協議会

R3年度事業 ： 加工トマト試験栽培、JA・ｶｺﾞﾒ・ﾔﾝﾏｰ3社による連携協定

○既存農業と企業との協働による農業所得向上及び地域経済活性化を図る
１）マーケティング分析に基づく試験栽培・販路拡大・商品開発
２）農商工連携、6次産業化等に係る情報収集（国・道・民間企業・金融機関・大学等）

岩見沢市農業所得向上等協働促進協議会

いわみざわ地域ICT農業利活用研究会

持続可能な
農業環境を実現

地力とスマート農業の融合による農業ＤＸ推進

連動

○マーケティング分析、デジタル技術の活用による農業基盤の最適化及び生産
技術の確立等を一体的に取り組み、持続可能な農業環境の実現を図る

連動

連動
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３ 活力と賑わいに満ちた魅力あふれるまち （１）農林業の振興

鳥獣対策事業

根拠法令：鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に
関する法律 等

関連計画：岩見沢市鳥獣被害防止計画

事業開始年度 平成20年度

【見直し等の経過】
【令和５年度猟友会等による有害鳥獣駆除事業】
・鳥獣被害対策実施隊報酬 ３０万円
・捕獲駆除報償費 1,067万円
・捕獲ワナの整備、修繕等 174万円
・鳥獣駆除委託業務 276万円

有害鳥獣捕獲・駆除事業予算 1,547万円

市、いわみざわ・峰延農協、共済組合、普及センター、町連、森林組
合、猟友会の8団体で平成20年に設立され、関係機関が一体と
なって野生鳥獣による農林業の被害防止と生活環境の改善を図
る取組みを行っています。

岩見沢市有害鳥獣対策協議会への補助事業予算 33万円

・有害鳥獣侵入防止柵設置支援 2３万円
・協議会による捕獲・駆除の支援 10万円

令和５年度岩見沢市有害鳥獣対策協議会事業

活動内容
・捕獲ワナの貸出事業 ・ワナ捕獲従事技術講習会
・農作物被害調査 ・有害鳥獣侵入防止柵の設置
・エゾシカ一斉捕獲事業 ・エゾシカライトセンサス調査

猟友会等による駆除実績
（単位：頭、羽）

令和元年度
令和２年度
令和3年度
令和4年度

丘陵地アライグマ等小動物駆除報償を追加
丘陵地有害鳥獣駆除報償を新設・統合
有害鳥獣駆除報償を見直し（定期）
有害鳥獣駆除報償を見直し（臨時）

エゾシカやアライグマなど、農林産物や生活環境に被害を及ぼす有害鳥獣の捕獲・駆除を行い、被害軽減を図ります。

猟友会等による捕獲・駆除の実施と岩見沢市有害鳥獣対策協議会における、捕獲研修会、侵入防止柵の設置等を推進
します。

事業の目的

事業の概要

令和５年度予算額 １，５８０万円

農政部農務課

年 度

小動物 鳥類

エゾシカ ヒグマ

アライグマ キツネ タヌキ ハト カラス

H29 563 212 82 157 638 718 6

H30 595 186 116 108 780 709 6

R01 682 156 81 188 507 501 9

Ｒ02 914 153 163 78 270 683 7

R0３ 748 129 79 103 234 663 23
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３ 活力と賑わいに満ちた魅力あふれるまち （１）農林業の振興

土地基盤整備事業

根拠法令：農山漁村地域整備交付金実施要領
国営緊急農地再編整備事業実施要領

関連計画：岩見沢市農業振興ビジョン
岩見沢市田園環境整備マスタープラン

事業開始年度 平成20年度（耕地利用高度化推進事業）

土地基盤整備事業完了後に、圃場
内での初期沈下により、農地が不陸
（表面が不均一）状態にあると、初期
成育のムラ、水管理労力の負担増及
び収穫作業の障害をもたらす原因と
なるため、レーザーレベラー（耕地面
を平らに均す機具）を農家に貸付け、
圃場の水平・均平を保ち、生産コスト
の軽減・省力化、農産物の品質向上
を図ります。

耕地利用高度化推進事業

国営緊急農地再編整備事業

国営緊急農地再編整備事業実施地区の換地計画原案作成や
一時利用地の指定等を行います。

農地の大区画化 排水改良

地 区 事業期間 事業概要

岩見沢北村 R２～R１６ 区画整理 1,393ha

岩見沢大願 R３～R１６ 区画整理 1,100ha

レーザーレベラーによる均平作業

耕地利用高度化推進事業

国営緊急農地再編整備事業

土地基盤の総合的な整備を進め、生産コストの低減や生産性の向上と農業経営の安定を図ります。

土地基盤整備の実施において、地域の基幹的排水路等の施工や基盤整備後の各施設の維持管理、条件整備等に対する
支援を行います。

事業の目的

事業の概要

令和５年度予算額 ７，３１９万円

農政部農業基盤整備課

年度 地区数 事業費（千円） 事業量（機具の貸付実績）

令和元年度 11地区 35,528
レーザーレベラー24台＋
トラクター3台＋3GPS

令和２年度 1２地区 45,６６４
レーザーレベラー24台+4GPSキット+
トラクター4台+溝堀機3台+アゼロー
ラー3台

令和３年度 1２地区 ３５,１１６
レーザーレベラー25台+GPSキット4
セット+トラクター3台+溝堀機 3台+ア
ゼローラー 3台

令和４年度 1１地区 ３３，５８０

レーザーレベラー17台+GPSキット６
セット+トラクター3台+溝堀機 ５台+ア
ゼローラー ５台+ケンブリッジローラー1
台+草刈機1台+発光機2台+ドローン2
台

令和５年度
（予定）

９地区 ３０,０３０

レーザーレベラー１4台+GPSキット５
セット+トラクター１台+溝堀機８台+ア
ゼローラー１１台+ケンブリッジローラー
１台+草刈機1台+発光機2台+ドローン
2台
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３ 活力と賑わいに満ちた魅力あふれるまち （１）農林業の振興

水利施設管理強化事業

根拠法令：水利施設管理強化事業実施要綱
関連計画：岩見沢市農業振興ビジョン

これまでの事業実績・効果
・農業水利施設の適正な維持管理を通じて、洪水防止機能、地域用水機
能などの多くの多面的機能の発揮が促進されている。
・組合員（農家）の費用負担が軽減されている。

維持管理施設の概要

頭首工 9か所

ダム 10か所

ため池 13か所

用水路
619条

754,780m

揚水機 315か所

北海道遺産の北海幹線用水路

農村地域の都市化・混住化に伴い土地改良区が本来の農業生産に係る管理
を上回って対応している管理経費について助成を行う。
（事業主体：市町村、負担区分：国50%・道25%・市25%）

水利施設管理強化事業

農業水利施設の役割に応じて施設管理者を支援し、多面的機能の適正な発揮を図ります。

農村地域の都市化・混住化に伴い、土地改良区が管理を行っている頭首工、貯水池、溝路、揚水機場等の維持、補修
費（維持管理事業）に対する補助を行います。

事業の目的

事業の概要

令和５年度予算額 ８，０７２万円

農政部農業基盤整備課

●　水利施設管理強化事業補助イメージ

※ 本来の農業生産に係る現状管理の農外効果（多面的機能発揮）に対応した管理経費に対する補助

⇒ 防災・減災機能を有する施設

⇒ 上記以外の施設

・ 洪水防止機能

・ 防火用水機能

・ 消流雪用水機能 等

※　農業効果～農業生産に係る効果

農外効果
37.5

0.6

農業効果(※)

62.5
1.0

現状管理 適正管理

土地改良区が管理している国造施設（頭首工、貯水
池、用水路、排水路、揚水機）の全体管理費の42.8%分
を国等が支援対象経費としている（その内、岩見沢市
分約50%＜受益割＞）

土地改良区が管理している国造施設（頭首工、貯水
池、用水路、排水路、揚水機）の全体管理費の37.5%分
を国等が支援対象経費としている（その内、岩見沢市
分約50%＜受益割＞）

農外効果

1.0
57.2

0.75

農業効果(※)

現状管理 適正管理

42.8

事業開始年度
令和３年度
水利施設管理強化事業
令和３年度～ 事業期間の定めなし
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３ 活力と賑わいに満ちた魅力あふれるまち （１）農林業の振興

多面的機能支払・環境保全向上対策事業

根拠法令：農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律
多面的機能支払交付金実施要綱
環境保全型農業直接支払交付金実施要綱

関連計画：岩見沢市農業振興ビジョン

農地・農業用水等が過疎化・高齢化等の進行に伴う集落機能の低下により、

適切な保全管理が困難となっている現状を踏まえ、地域共同による農地・農

業用水等の基礎的

な保全管理活動と

老朽化が進む農業

用用排水路等の長

寿命化のための補

修・更新等に対して

支援する。

事業開始年度 平成19年度
【見直し等の経過】

平成19～23年度

平成23年度

平成26年度

環境問題や食の安全・安心に対する関心の高まりから、より一層の環境負

荷低減の取組みと安全・安心な農産物の消費者への提供が求められてい

ることから、化学肥料・化学合成農薬を５割以上低減するとともに、より環境

保全効果の高い営農活動の取組みを支援する。

多面的機能支払交付金事業 6億3,992万円

環境保全型農業直接支払交付金事業 5,179万円

農地・水・環境保全向上対策事業

農地・水保全管理支払交付金事業

環境保全型農業直接支払交付金事業

多面的機能支払交付金・環境保全型農業直接支払
交付金

支援取組み 対象作物 支援額

全国
共通

①

カバークロップ 全作物 6,000円/10ａ

主作物の栽培期間の前後のいずれかに緑肥等を作付けする取組み

②

有機農業（雑穀・飼料作物以外）
※炭素貯留効果の高い有機農業を実施す
る場合に限り2,000円を加算

全作物 12,000円/10ａ

有機農業（雑穀・飼料作物） 全作物 3,000円/10ａ

主作物に化学肥料及び化学合成農薬を使用しない取組み

③

堆肥の施用 全作物 4,400円/10ａ

主作物の栽培期間の前後のいずれかに堆肥を施用する取組み

地域
特認

④

ﾌｪﾛﾓﾝﾄﾗｯﾌﾟ＋耕種的防除 水稲 6,000円/10ａ

発生対応型防除と耕種的防除の組合せによる害虫防除技術の導入

支援取組みの内容（環境保全型農業直接支払交付金事業）

地域共同による保全管理活動と環境負荷低減と環境保全効果が高い営農活動を支援します。

農業者の地域共同による、農地、水路、農道等の地域資源の基礎的保全活動、地域資源の質的向上を図る共同活動や、
化学肥料・農薬の5割低減等と環境保全効果の高い営農活動の取組みを支援します。

事業の目的

事業の概要

地域共同で行う水路の草刈り

令和５年度予算額 ６億９，１７１万円

農政部農業基盤整備課・農務課

新
規

拡
充

変
更

39



３ 活力と賑わいに満ちた魅力あふれるまち （１）農林業の振興

用排水施設維持管理事業

根拠法令：基幹水利施設管理事業実施要綱
農業水路等長寿命化・防災減災事業実施要綱

関連計画：岩見沢市農業振興ビジョン

事業開始年度 平成9年度（基幹水利施設管理事業）

【見直し等の経過】
平成29年度 南利根別排水機場の整備計画
令和 ４年度 桃川排水機場の修繕（令和４～６年度）

排水機場の維持管理業務

農業用排水路の維持管理業務

機場名 放水先

岩
見
沢

1 金子 国営 幌向川

2 南利根別 国営 利根別川

計 2機場

北

村

1 大願 公団営 旧美唄川

2 三日月 公団営 〃

3 片倉川 国営 〃

4 赤川 公団営 〃

5 北村 公団営 石狩川

6 幌達布 道営 幾春別川

7 赤川第3 道営 旧美唄川

8 赤川第2 国営 〃

9 遠藤 ― 第2幹線川

計 9機場

栗

沢

1 北斗 公団営 清真布川

2 豊幌 公団営 〃

3 砺波 道営 〃

4 桃川 公団営 〃

計 4機場

合計 15機場

【農業用排水路の管理作業】
農業用排水路に堆積した土砂などを取り除き、排水能力
を回復させることにより、冠水被害の防止に努めます。

【農業用排水路の改修】
老朽化し危険な農業用排水路を改修することにより、排
水能力を回復させて、農地防災に努めます。

【農業用排水路の雪割作業】
農業用排水路に堆積した雪が、暖気によって解け、排水
路から溢れるおそれがある場合、雪割作業を行い、冠水被
害の防止に努めます。

農地防災に万全を期すとともに、農業の生産性の向上と農業経営の安定を図ります。

集水路等の基幹排水施設の土砂上げや桃川排水機場の長寿命化に向けた整備の実施など、農業用排水施設及び排水機
場の適正な維持管理を行います。

事業の目的

事業の概要

令和５年度予算額 ６億２，３６２万円

農政部農業基盤整備課
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３ 活力と賑わいに満ちた魅力あふれるまち （１）農林業の振興

林業振興事業

根拠法令：豊かな森づくり推進事業補助金交付要綱
岩見沢市森林環境譲与税基金条例
岩見沢市私有林整備事業補助金交付要綱

関連計画：岩見沢市森林整備計画

豊かな（未来につなぐ）森づくり推進事業補助金 交付実績

植林、間伐などの適切な森林施業で、森林の持つ公益機能の発揮と持続的な森林資源の循環を促進します。

私有林の適切な保全・整備を行うために、森林経営計画の策定及び森林所有者を支援するとともに、森林環境譲与税
を活用した下刈りや間伐等の市単独事業を推進します。

事業の目的

事業の概要

令和５年度予算額 ２，９５４万円

平成２５年度 未来につなぐ森づくり推進事業補助金の開始
令和 元年度 森林環境譲与税を活用する事業の開始
令和 ２年度 未来につなぐ森づくり推進事業終了
令和 ３年度 豊かな森づくり推進事業補助金の開始

※ 公共造林事業により実施した植林のうち、市町村が事業費の一部
を補助（市町村が補助した場合、北海道も補助）

適切な林業サイクル
森林を健全な状態に保つため、
木を植え、手入れをし、育った木を
切り、跡地にまた木を植えるという
サイクル。

木材や林産業の生産機能だけではなく、温室効果ガスによる地球
温暖化の抑制、水源の涵養、豪雨等による土砂災害の防止など、森
林の有する優れた多面的機能を維持。

林業振興事業の主な事業

豊かな森づくり推進事業補助金
予算額： ７４８万円

伐採後の植林を支援

適切な森林施業等に伴う林業振興事業
予算額： ２７9万円

植林後の間伐などの扶
育を支援

森林環境譲与税を活用する事業
予算額：1,9２７万円

私有林の適切な林業サ
イクルを目指した支援

林業振興事業見直し等の経過

▲ 植林作業 ▲ 間伐作業

農政部農務課

年度
森林面積 補助金額（万円）

（ha） 北海道 市 小計

令和元年度 12.72 149 93 242

令和 ２ 年度 8.23 140 87 227

令和 ３ 年度 15.49 213 133 346
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３ 活力と賑わいに満ちた魅力あふれるまち （２）商工業の振興と中心市街地の活性化

商工金融円滑化事業
事業の目的

事業の概要

低利融資等による資金調達の円滑化を図り、中小企業の事業振興及び経営基盤強化を促進します。

開業、事業の拡大、新分野への進出、中心市街地の活性化などを目的とした低利融資、利子補給、保証料補給を行い、
中小企業の資金調達を支援します。

概 要

根拠法令：岩見沢市中小企業振興条例

関連計画：

事業開始年度 昭和53年度

区 分
令和元年度 令和２年度 令和3年度

件数 融資総額 件数 融資総額 件数 融資総額

振興資金 50 645,300 19 250,800 23 304,428

特別資金 12 84,900 51 775,100 59 348,800

計 62 730,200 70 1,025,900 82 653,228

（単位：件、千円）

融資制度の仕組み

中小企業融資制度概要

令和５年度予算額 ２１億８，６０１万円

経済部商工労政課

利用実績

新
規

拡
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変
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資 金 名 概 要
融資期間
(利率)

融資限度額
利子
補給

保証料
補給

振興資金
経営合理化の促進と振興に資
する運転資金、借換資金及び設
備資金

1・7・15年以内
(1.4～1.8%)

2千万円
5千万円
1億円

なし なし

特
別

資
金

企業立地促進資金

工業団地に工場又は事務所若
しくは倉庫を設置する場合又は
当該工業団地内の土地を取得
する場合の設備資金

15年以内
(1.4%)

1億円 なし なし

まちづくり特別資金
特にまちづくり事業として市の活
性化につながると認められる事
業資金

7・15年以内
(1.7%) 5千万円

1億円

3年
1.0%

なし

起業・開業資金 起業・開業に伴う事業資金

活性化資金
事業の多角化又は新分野進出
に係る事業資金

商店街活性化資金
店舗の魅力向上、商店街のにぎ
わい創出に係る事業資金

災害対策資金
新型コロナウイルス感染症など
の影響等により経営に支障が生
じている企業に対する融資

中心市街地活性化
資金

中心市街地の活性化につなが
ると認められる事業資金

7・15年以内
(1.7～2.7%)

3年
1.5%

全額

※利率は令和5年2月1日現在のプライムレート（短期1.47%、長期1.4%）を基準に表示していますが、プライムレートが
変更になった場合は利率も変更します。
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３ 活力と賑わいに満ちた魅力あふれるまち （２）商工業の振興と中心市街地の活性化

創業支援事業
事業の目的

事業の概要

根拠法令：産業競争力強化法

関連計画：岩見沢市創業支援事業計画、岩見沢市総合戦略

事業開始年度 平成28年度

平成28年 1月13日 創業支援事業計画認定
令和 2年12月23日 創業支援事業計画変更認定

創業支援の体制を整備し、取組みを強化することで、商工業の活性化と雇用の確保を図ります。

市内経済団体、金融機関、関係創業支援機関等との連携により、創業希望者に対して、窓口相談、創業塾、融資相談
等による支援を実施します。

ワンストップ相談窓口の設置
岩見沢商工会議所、岩見沢市に相談窓口を設置し、創業希
望者が必要な支援を受けられるよう、創業に関する相談や各
支援制度等を紹介します。相談者の相談内容やステージに
応じた支援を可能とするため、相談者が必要とする支援の内
容を判断し、支援機関と連携して支援を行います。

創業塾の開催
「経営」、「財務」、「人材育成」、「販路開拓」の創業に必須
となる知識を習得できるよう、「創業塾」を年2回開催します。

創業支援事業計画
平成26年1月20日に施行された「産業競争力強化法」では、地域
の創業を促進させるため、市区町村が民間の創業支援事業者(地域
金融機関、ＮＰＯ法人、商工会議所・商工会等)と連携して、ワンストッ
プ相談窓口の設置、創業セミナーの開催等の創業支援を実施する
「創業支援事業計画」について、国が認定することとしています。

区 分
平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和3年度

対象者数 創業者数 対象者数 創業者数 対象者数 創業者数 対象者数 創業者数

相 談 43 4 ５２ １ 42 8 35 7

創業塾 51 11 51 1４ 28 9 39 10

計 94 15 103 15 70 17 74 17

（単位：人）創業支援実績

令和５年度予算額 １，２５０万円

経済部商工労政課

創業塾：H３０、Ｒ１、R3は、2回開催、Ｒ２は１回開催

創業機運醸成セミナーの開催
地域課題を出し合い、その解決方法となりうる「事業を自ら
起こすこと」の魅力や意義を伝え、創業することも将来の選択
肢の一つとして考えてもらうことを目的に開催します。

頑張る企業応援セミナーの開催
事業拡大等を目指す企業向けに国や市などの各種支援制
度、事業承継、健康経営等に関するセミナーの説明や事例の
紹介を行います。

創
業
機
運
醸
成

創
業
準
備

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
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３ 活力と賑わいに満ちた魅力あふれるまち （２）商工業の振興と中心市街地の活性化

プレミアム付建設券発行支援事業
事業の目的

事業の概要

経済団体、建設業団体などが主体的に行うプレミアム付建設券発行を支援することで地域経済の好循環を促進します。

市内建設業の受注機会確保、市内で持家に居住する世帯の定住促進を図るため、主体的にプレミアム付建設券を発行
する経済団体や建設業団体等に対して、事業費の補助を行います。

根拠法令：岩見沢市プレミアム付建設券発行支援事業補助金交付要綱

関連計画：岩見沢市総合戦略

事業開始年度 平成28年度

支 援 対 象
主体的にプレミアム付建設券を発行する経済団体、
建設業団体等

支 援 内 容
プレミアム付建設券の発行における経費（プレミア
ム分及び事務費）の一部を補助区分 令和元年度 令和２年度 令和3年度

発行口数 10,600口 10,800口 19,144口

利用期間
６月１日～

１１月３０日
６月１日～
１１月３０日

６月１日～
１１月３０日

加盟店舗数 ２０１社 １９０社 193社

利用件数 856件 1,002件 1,657件

工事総額 1,147,134千円 1,244,865千円 1,747,307千円

経済波及効果 21億5,300万円 22億5,000万円 31億9,200万円

事業実績の推移

令和５年度予算額 ６，５００万円

※経済波及効果は北海道開発局「北海道産業連関表」による

令和５年度の事業内容

経済部商工労政課

発 行 団 体 岩見沢プレミアム建設券事業実行委員会

発 行 口 数 10,800口

発 行 総 額 6億2,100万円

プ レ ミ ア ム 率 15％（うち市補助12％分）

1 口 あ た り 57,500円（うちプレミアム分7,500円）

【事業イメージ】

市 補助金

建

設

券

発

行

団

体

加盟手続

換金手続

事

業

者

商品券販売

消

費

者
施工

発注
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３ 活力と賑わいに満ちた魅力あふれるまち （２）商工業の振興と中心市街地の活性化

中心市街地活性化対策事業
事業の目的

事業の概要

根拠法令：中心市街地活性化法、都市計画法、大規模小売店舗立地法

関連計画：岩見沢市まちなか活性化計画、岩見沢市総合戦略

事業開始年度 平成11年度
“活性化の発信拠点”を目指しハード・ソフト事業を推進

【事業の経過】
○中心市街地活性化基本計画（旧法） 平成11年7月～
・駅前広場、イベントホール、新産業支援センター、
ぷらっとパーク等整備

○中心市街地活性化基本計画（認定基本計画）
□第１期計画 平成20年11月～平成26年3月末
・であえーる岩見沢、いわなび、市営住宅等整備
□第2期計画 平成27年 4 月～令和 2 年3月末
・あそびの広場、健康ひろば、市営住宅等整備

○岩見沢市まちなか活性化計画（独自計画）
□前期プラン 平成２６年４月～令和 ２年３月末
□後期プラン 令和 ２ 年４月～令和 ６年３月末

目標指標 H30 R1 R2 R3 R4
目標
R5

全市人口に対する
中心市街地人口の比率（％）

5.72 5.77 ５．８５ 5.84 5.89 6.00

商業業務集積地区内
公共・公益施設利用者数（人）

384,981 357,694 188,165 ２３６，０９５ － 400,000

活性化事業（イベント事業等）

商店街や市民団体などが取り組む賑わ

い創出などの施設整備を伴わない事業

を支援

施設整備事業

共同店舗、オフィスビル、ホテルなどの集

客施設の整備を支援

まちなか活性化計画目標指標の推移

まちなか活性化事業補助金

魅力ある店舗づくり支援事業

空き店舗への新規出店や魅力向上に取り組む既存店舗の改修を支援

まちなかまちづくり支援事業

商店街など、民間事業者が課題解決や合意形成、将来を見据えた構想づくりなど

を進めるうえで必要となる専門家派遣や市場調査、事業可能性調査などを支援

“活性化の発信拠点”を目指し官民協働による中心市街地の賑わいづくりを進めます。

まちなか居住と商店街の魅力向上を重点的に進めるため、イベント事業による賑わい創出や集客施設等の建設促進、
魅力ある商店街づくりに向けた支援を進めます。

令和５年度予算額 ３，１３１万円

まちなか回遊
・拠点機能向上
・ロの字回廊充実

まちなか居住
・住み替え
・高齢者住宅

交通アクセス
・駐車対策

都市の魅力
・歴史、文化、
地域資源活用
・ブランド育成

コミュニティの場
・都市機能充実
・市民活動活発化

従業者の増加
・空き店舗対策
・新規産業誘致

中心市街地
《活性化の発信拠点》

経済部中心市街地活性化推進室

新
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３ 活力と賑わいに満ちた魅力あふれるまち （２）商工業の振興と中心市街地の活性化

ポルタビル利用促進事業
事業の目的

事業の概要

中心市街地活性化の核施設「であえーる岩見沢」の魅力を高め、周辺商店街への回遊促進を図ります。

交流空間などの集客力をさらに高め、滞在時間の延長や集客効果を周辺商店街へ波及させる施設の長寿命化や安全性、
利便性の向上を図ります。

根拠法令：中心市街地活性化法、都市計画法、大規模小売店舗立地法

関連計画：岩見沢市まちなか活性化計画

事業開始年度 平成23年度

階 入居施設 市民交流空間の場所、名称と用途

5Ｆ 商業ﾃﾅﾝﾄ - -

４F
行政施設
商業ﾃﾅﾝﾄ

学習広場
学生向け
学習スペース

３Ｆ
行政施設
商業ﾃﾅﾝﾄ

「えみふる」
あそびの広場

子どもを中心とした
市民交流の場

２Ｆ 商業ﾃﾅﾝﾄ
ひなた広場
まちｃａｆéアルテ

休憩及び
多目的スペース

１Ｆ 商業ﾃﾅﾝﾄ エントランス
催事ＰＲ

多目的スペース

Ｂ1Ｆ 商業ﾃﾅﾝﾄ であえーるホール
催事可能な
多目的ホール

令和5年度

主な改修予定

【事業の経過】

西友岩見沢店 閉店
「であえーる岩見沢」グランドオープン
改修工事（屋上防水、壁、空調・給排水設備、EV等）
こども・子育てひろば「えみふる」、あそびの広場オープン
「いわみざわ健康ひろば」オープン（第2ポルタビル）

平成21年3月
平成24年4月
平成26年～
平成28年3月
平成29年4月

であえーる岩見沢（第１ポルタビル）入居状況

第1ポルタビル電気設備

であえーる岩見沢（第１ポルタビル）入込客数の推移

令和５年度予算額 １億６２６万円

経済部中心市街地活性化推進室
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H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

平日 休日

（人/日）

第１ポルタビル防火設備

第２ポルタビル
非常放送設備
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３ 活力と賑わいに満ちた魅力あふれるまち （３）新産業の創出と企業立地の推進

企業立地推進事業

事業の目的

事業の概要

地域経済の活性化と魅力ある雇用の拡大を目指し、成長分野における新産業や地域特性を活用したビジネス創出を促進
するとともに、企業の立地と集積を推進します。

根拠法令：地域未来投資促進法、工場立地法、過疎法

関連計画：地域未来投資促進法に基づく岩見沢市基本計画、岩見沢市総合戦略

事業開始年 平成15年度

【見直し等の経過】

平成15年度 新産業支援の優遇制度の制定

平成19年度 企業立地促進法に基づく企業誘致に係る基本計画の制定

平成26年度 企業立地促進法に基づく基本計画の延長・見直し

平成29年度 地域未来投資促進法（※1）に基づく基本計画を策定

令和5年度 地域未来投資促進法に基づく基本計画の延長・見直し【予定】

実 績

支援制度名 令和2年度 令和3年度
令和４年度
見込み

新産業･雇用支援 0件 1件 1件

地域経済牽引事業
計画承認数

1件
(延べ3件)

0件
(延べ3件)

1件
(延べ4件)

課税免除 2件 2件 4件 地域特性を活かした新たな産業活動

地域経済の活性化・地元雇用拡大

【企業誘致･地域経済活性化】
・地元雇用の確保や地域産業の振興及び活性化
・地元農産物を活用した食品加工や高度なICT環境など、地域特性を
活かした企業誘致や地域産業の成長支援

【地元雇用創出･地元企業活性化】
・企業が有する魅力や技術を発信し、優秀な人材確保に向けた
就職活動等への情報提供
・企業間連携や協働などに向けた環境形成

取組み

◇農業を背景とした食品製造ビジネスの集積・展開
◇高度ICT環境を背景とした関連企業の集積・展開
◇豊かな自然やワイナリーなど地域資源を活用した観光
◇健康経営都市宣言等を背景とした健康関連ビジネス

地域特性に基づくビジネス展開

令和５年度予算額 １，６２７万円

※1 地域未来投資促進法～地域の特性を活かして、高い付加価値を創出し、地域の事業者に
対する相当の経済的効果を及ぼす「地域経済牽引事業」を促進することを目的とする法律

経済部企業立地推進室

企業進出や新産業及び地域特性を活かすビジネス展開、企業間における協働促進などの支援に取組みます。
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３ 活力と賑わいに満ちた魅力あふれるまち （３）新産業の創出と企業立地の推進

地域イノベーション推進事業
事業の目的

根拠法令：

関連計画：岩見沢市総合戦略

事業の概要

地域特性であるＩＣＴ環境の活用のもと、「市民生活の質の向上」と「地域経済の活性化」を目指し、市民及び産学
官連携・共創によるＳｏｃｉｅｔｙ５.０社会への対応など、地域の持続性確立に向けた施策を展開します。

令和５年度予算額 ２，１５１万円

情報政策部情報政策課

目的を共有する産学官の連携・共創のもと、地域特性や資源等を用いた新たな社会環境形成に取り組みます。

新
規

拡
充

変
更

○

事業開始年 令和４年度（令和3年度より実証）

<事業実績＞

■地産地消・自立型地域エネルギーシステム
・日立北大ラボ（日立製作所、北海道大学）との共創のもと、北村赤川鉱山
施設内に「地産地消・自立型地域エネルギーシステム」の実証サイトを構築
・北村温泉に供給する温泉水に付随するメタンガスや太陽光などをエネルギ
ー源としたマルチ燃料発電機の実証を開始（令和３年１１月）
・実証サイトの電力を活用した実証を実施
【令和４年７月】 農薬散布ドローンの電力バッテリーに活用
【令和４年１２月】 EV自動運転バスへの充電／冬道の自動運転走行

■産学官連携プロジェクト
・ 北海道大学が2015 年から2021年まで選定されている文部科学省・

JSTのセンター・オブ・イノベーション（COI）プログラム「食と健康の達
人拠点」での研究をより発展するため創出したプロジェクト
・令和３年１０月、COI-ＮＥＸＴに採択
・令和4年4月、北海道大学COI-NEXT「こころとカラダのライフデザイン
共創拠点」の取り組みを開始

・地産地消・自立型地域エネルギーシステム活用
・自動運転EVバス／地域MａａS（マース）
・産学官連携プロジェクト こころとかとカラダのライフデザイン共創拠点
・デジタル地域通貨プラットフォーム（新しい公共）

地域資源や特性を用いて、地域社会の変革（イノベーション）を推進

【施策の基本方針】

・ICTや未来技術活用

・バックキャスティング思考

・産学官連携・共創

デジタル田園都市国家構想
イメージ図

イメージ図 地産地消・自立型地域エネルギーシステム／産学官連携プロジェクト
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３ 活力と賑わいに満ちた魅力あふれるまち （４）雇用の拡大と就業環境の充実

職業能力向上事業
（うち 技能者教育訓練助成金）

概 要

根拠法令：岩見沢市技能者教育訓練助成金交付要綱

関連計画：岩見沢市総合戦略

事業開始年度 平成27年度

事業の目的

事業の概要

技能者の養成と技術の向上を図り、労働力の安定と企業の発展に寄与します。

岩見沢市職業訓練センターにおいて中小企業が雇用する労働者の職業訓練を実施するとともに、従業員の育成に取り
組む事業者を支援します。

岩見沢地方高等職業訓練校（岩見沢市職業訓練センター）の認定職業訓

練を受講している従業員が勤務する事業所に交付される国の「人材開発

支援助成金」に、市が上乗せ助成することで人材不足となっている技能者

の育成を支援します。

交付の流れ

※岩見沢市内に事業所があり、
職業訓練校の認定訓練を従業
員に受講させた事業主

対象事業主※ 市

国の「人材開発支援助成

金」の交付決定通知を受け

た後、必要書類を添付し、市

に申請。

「人材開発支援助成金」の算

定根拠となった受講日数に

2,000円を乗じた額を支給し

ます。

建設業従業員 職業訓練センター

認定訓練

技能者教育訓練助成金

令和５年度予算額 ５８８万円
（うち技能者教育訓練助成金 324万円）

経済部商工労政課
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岩見沢市技能者教育訓練助成金 対象者推移
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３ 活力と賑わいに満ちた魅力あふれるまち （５）地域資源を活かした観光の振興

観光振興戦略推進事業
事業の目的

根拠法令：岩見沢市観光振興支援補助金交付要綱

関連計画：岩見沢市観光振興戦略、岩見沢市総合戦略

事業の概要

観光協会及び関係機関と連携を図り、交流人口の増大による地域経済の活性化を推進していきます。

ＤＭＯ化した観光協会の自走化に向けた支援や多様な観光商品の展開により、道内及び大都市への多角的な観光プロ
モーションを強化していきます。

令和５年度予算額 ９１９万円

事業開始年 平成２７年度
【事業の経過】

経済部観光物産振興課

平成27年度 観光振興戦略 策定

・観光協会のDMO化の強化につなげるために、観光協会自走化を目指し、
商品開発、観光プロモーションを積極的に取り組むため観光振興戦略
の事業期間を延長

【主な成果】＊Ｒ3年度実績

区分
観光協会 メープルロッジ

年間販売額
着地型旅行商品
の参加者数

HPアクセス数 定員稼働率

R1実績 10,215千円 1,266名 7,517件／月 ７１．０％

R2実績 10,576千円 277名 4,750件／月 ５０．９％

R3実績 12,920千円 851名 4,354件／月 ６５．８％

・札幌市内発着日帰周遊プランの造成
・北村温泉と連携した学生団体向けプランの造成
・市の花「バラ」を活かした観光資源開発

・トラベルランド（名古屋）での観光プロモーション展開
・海外向けOTA（インターネット上だけで取引を行う旅行会社）
サイトに体験メニューを掲載

・フィルムコミッションを活用した観光プロモーション強化
・東アジアの商談会への参加

・6次化商品の販売・新規開発
・旅行業収益の拡大（マネジメント収益の拡大）
・オンラインショップ（iwamizawaBOX) 事業による販売拡大

令和５年度の概要

【iwamizawaBOX】 【北村農泊体験】

旅行商品造成、販売

観光プロモーションの強化

観光協会の収益の向上他

【バラを活かしたモニターツアー】

【令和4年度の取り組み】
・ 札幌圏のホテルとの連携により岩見沢の地域性を活用した周遊プログラム
の造成
・ 旅行会社やホテル等との連携を強化し、農泊事業を中心とした着地型旅行
商品を造成
・ 大都市圏プロモーション（ツーリズムＥＸＰＯ2022）への参加推進
・ 特産品等の6次化商品開発、販売を活用した観光プロモーションの拡大

令和３年度 観光振興戦略 策定
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３ 活力と賑わいに満ちた魅力あふれるまち （５）地域資源を活かした観光の振興

ふるさと毛陽地域振興事業
事業の目的

根拠法令：いわみざわ地域交流センター条例

関連計画：岩見沢市観光振興戦略、岩見沢市総合戦略

事業の概要

メープルロッジを核として、観光客の誘致を図るとともに地域間交流を促進し、地域経済の活性化を図ります。

メープルロッジの収益性向上のため、施設周辺の整備を継続するとともに、独自のアクティビティの開発を進め、稼
働率のさらなる向上を図ります。

令和５年度予算額 ５，４１１万円

事業開始年 平成６年度

経済部観光物産振興課

【見直し等の経過】

観光拠点施設として大規模改修工事を実施平成29年度

・客室改修工事（一部バリアフリー化）
・屋根等内外装改修
・露天風呂新設、女性脱衣所拡張
・照明ＬＥＤ化、電気、機械設備等改修

メープルロッジ宿泊者数及び売上高 （単位：人、千円、％）

令和５年度 主な改修予定
・センター棟ログ補修他修繕
・1号井戸排水設備修繕など

〇メープルロッジの整備
・施設の適切な維持管理を行い、稼働率の向上を図ります。

〇アクティビティの充実
・グランピング、各種アクティ
ビティ、ポタジェ（仏語で家
庭菜園）エリアでの収穫体
験、雪遊びなどを通じた集
客の増加を図ります。

令和５年度の概要

観光拠点施設として受け入れ態勢整備を実施令和４年度

・グランピングウッド
デッキ修繕
・コテージ手すり修繕
など

〇売上増に向けた取組み
・北海道じゃらんの令和4年10月号において「宿泊満足度ランキング」で温
泉部門２位にランクインしたこと等によるPR効果により、利用客が増加。
引き続き、高評価を維持できるようサービスの継続及び向上を図ります。

・令和４年度は、グランピングが昨年に引き
続き好調であり、消費者のニーズに合った
商品であることを踏まえ、営業期間の拡大
を図ります。

新
規

拡
充

変
更

51

区 分 H30 R1 R２ R3 R4
(2月末現在)

宿泊者数 7,367 8,251 5,863 7,568 8,732

(対前年度増加率) 171.3 20.0 ▲７１.１ 129.1 －

定員稼働率 63.6 71.0 50.9 65．8 83.6

売上高 145,871 158,303 130,652 172,482 190,263

(対前年度増加率) 167.2 41.5 ▲82.5 132.0 －
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３ 活力と賑わいに満ちた魅力あふれるまち （６）移住・定住の促進

シティプロモーション推進事業
事業の目的

事業の概要

岩見沢に関心を持つ市外在住者、まちづくりに興味を持つ市民の増加を図り、岩見沢市への居住意欲の向上を図る。

市ホームページを中心にさまざまなメディアを活用しながら、市内外に岩見沢の魅力を広く発信します。

根拠法令：

関連計画：岩見沢市総合戦略

事業開始年度 平成28年度

【見直し等の経過】
平成28年度 シティプロモーションプロジェクトチーム発足

市民参加型ワークショップ開始
Facebookページ開設

平成30年度 ラジオを中心としたプロモーション開始
令和 元年度 ラジオ番組がJFN賞2019企画部門優秀賞受賞
令和 2年度 Instagramページ開設
令和 3年度 市の魅力発信ポータルサイトの構築
令和 4年度 市の魅力発信ポータルサイト公開

令和５年度予算額 １５５万円

総務部秘書課

市の魅力発信ポータルサイトへの総アクセス数（R4年4月～）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

3,070件 3,120件 3,104件 3,184件 3,341件 3,045件 2,935件

情報発信イメージ

魅力発信ポータルサイト

市外在住者・市民

岩見沢のイメージUP・魅力の再発見
岩見沢に関心・興味

選ばれるまち

市の魅力発信ポータルサイトを中心にさまざまなメディアを活用し、岩見沢
市の魅力を発信するとともに、市民参加型ワークショップを通し、岩見沢市
に関心を持ち、まちづくりに興味を持つ、市民や市外在住者の増加、岩見沢
市への居住意欲の向上を図る。

Facebook

Instagram

WEB広告

ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ

知ってもらう（認知）
位置やアクセス、天候、遊び場、
お祭り・イベント、農産物、大学
などの基本情報

興味を持ってもらう（共感）
身近な話題の発信や動画
等で視覚的に分かりやすく

月平均：3,114件

SNS投稿数

R1 R2 R3
R4

(2月末)

Facebook 386件 347件 192件 71件

Instagram － 219件 171件 71件
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３ 活力と賑わいに満ちた魅力あふれるまち （６）移住・定住の促進

地域おこし推進事業
事業の目的

事業の概要

過疎化や高齢化の進行が著しい地域に新たな人材を誘致し、その定着を図るとともに、地域活力の向上を目指します。

人口減少や高齢化等の進行が著しい東部丘陵地域に、市外から意欲ある新たな人材を誘致し、定着を図るとともに、
地域資源を活かした活動を支援することにより、活力と魅力ある地域づくりを行います。

根拠法令：岩見沢市地域おこし推進員設置要綱
岩見沢市地域支援員設置要綱

関連計画：

事業開始年度 平成27年度

地域おこし推進員１名配置
東部丘陵地域活性化推進交付金 創設
地域支援員１名配置
地域おこし推進員３名配置 計4名が活動中

平成27年度
平成30年度
令和 ２ 年度
令和 ４ 年度

地域おこし推進員の主な活動内容（令和4年度）

令和５年度予算額 １,８００万円

【事業イメージ】
地域おこし推進員
などの外部人材と
地域の結びつきを
強め、地域活性化
を推進

地域と連携・協働

東部丘陵地域の活性化
を図るため、地域振興
や移住促進等の活動を
行う団体に対して、活
動経費の一部を助成。

東部丘陵地域
活性化推進交付金

市外（都市地域）から
移住し、東部丘陵地域
の活性化に取り組む。

地域おこし推進員

【主な活動内容】

地域資源の発掘及び振興

地域活動への参加・支援

移住定住・交流事業の企画など

東部丘陵地域の魅力を活かした取組みにより、
交流人口や関係人口を増やし、地域活性化を図ります。

自転車用コース
「ルコチパーク」
に係る活動

地域に移住した地域お
こし推進員終了者が、
自身の仕事と兼任し、
新任の地域おこし推進
員の支援や地域づくり
をサポート。

地域支援員

企画財政部企画室

東部丘陵地域活性化推進交付金活用事例

【地域ＰＲ事業】みる・とーぶマップ制作、みる・とーぶ展の開催
【地域教育事業】旧美流渡中学校を活用したイベントの開催

地域特産品マルシェと映画上映会を
掛け合わせた「映画祭」の開催

大学生を対象とした
有害鳥獣駆除に係る
罠設置講座の開催

新
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３ 活力と賑わいに満ちた魅力あふれるまち （６）移住・定住の促進

移住定住促進事業

人口減少の抑制に向けて、岩見沢の住みやすさを活かした移住及び定住の促進を図ります。事業の目的

移住者が住宅を購入する際の助成や移住を検討している方へのお試し暮らし、東京圏からのＵＩＪターンへの支援を
行い、移住定住の促進を図ります。

事業の概要

事業開始年度 平成27年度

【見直し等の経過】
平成27年度 空き家バンク運用開始
平成28年度 住宅購入支援助成金、マイホーム借上げ制度導入、お試し

暮らし事業開始
平成30年度 住宅購入支援助成金に子育て世帯加算を導入
令和 元年度 ＵＩＪターン促進支援事業開始
令和 2年度 住宅購入支援助成金の見直し、フラット35との連携
令和 4年度 民間の簡易宿泊所等に変更（お試し暮らし事業）

根拠法令：岩見沢市住宅購入支援助成金交付要綱
岩見沢市お試し暮らし事業実施要綱

関連計画：岩見沢市総合戦略

区 分

R2 R3 R4（2月末）

件数 子育て
加算

人数 件数 子育て
加算

人数 件数 子育て
加算

人数

新築 33 25 107 36 27 112 11 9 33

中古 15 9 48 15 6 40 9 4 25

計 48 34 155 51 33 152 20 13 58

＜助成金＞
〇新築住宅の購入 ３0万円
〇中古住宅の購入 購入（土地+住宅分）及び改修費用の合計の10％（上限３0万円）
〇子育て世帯加算 中学生以下の子どもがいる世帯は10万円を加算
＜対象者＞
○令和４年4月1日以降に岩見沢市へ転入し、住民となった50歳未満の方で、令和５年4月
以降に、市内に初めて新築又は中古住宅（一戸建て・マンション等）を購入する方 など

住宅購入支援助成金

令和５年度予算額 ２，９１２万円

■【住宅購入支援助成金実績】 （単位：件、人）
移住フェアへの出展、パンフレット等でのPR、ふるさとワーキングホリデー等

企画財政部企画室

※（独）住宅金融支援機構との協定により、住宅ローン「フラット35」を利用する場合、金利を引き下げ
（借入当初5年間▲0.25%）

・住宅別利用実績の推移（R3終了）

区 分
R2 R3

件数 人数 日数 件数 人数 日数

栗沢クラインガルテン 4 10 152 1 2 30

まちなか体験住宅 3 11 38 0 0 0

計 7 21 190 1 2 30

（単位：件、人、日）

［市内での宿泊］

～散策、住む場所探しや体験等～

［移住検討者］

お試し暮らし事業

［事前相談］

［3泊以上で市内での体験等に参加］

［体験レポートの提出］［宿泊予約：ゲストハウス等］

移住定住の促進

ＵＩＪターン促進事業

移住元の要件、当市への移住要件、就業・起業に関する要件のすべてを満たした方を対象に

世帯100万円、単身60万円 ※起業の場合、北海道の200万円と合わせて最大３００万円を支給

●内閣府 地方創生推進事務局
https://www.chisou.go.jp/sousei/ijyu_shienkin.html
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・簡易宿所等利用実績（R4～）
（R5.2末現在）

登録事業所：6か所
利用実績：0件

■【お試し暮らし事業】



３ 活力と賑わいに満ちた魅力あふれるまち （７）国際・地域間交流の推進

国際交流推進事業

事業の目的

事業の概要

国際性豊かな地域社会を目指し、世界に開かれた活力のあるまちづくりを推進します。

姉妹都市への訪問団派遣をはじめ、諸外国との交流の推進や国際交流員（ＣＩＲ）の招致などに取り組みます。

根拠法令：

関連計画：

事業開始年度 昭和60年度

市民の国際感覚の醸成と多文化に触れる機会の提供
ポカテロ市
⚫毎年10名前後の中高生が相互訪問
⚫5年毎に姉妹都市提携の周年記念として大人による相互訪問

姉妹都市交流事業

訪問旅費の一部に橋本育英福祉基金
を活用しています。

・市内の国際交流団体向け英会話教室のほか、保育園や
町内会等で海外文化を伝えるレッスンや講演
・市内の学校を訪問し、児童生徒に海外文化を紹介する
授業の実施
・外国人住民への窓口対応の補助（通訳・翻訳）
・市民向け多文化理解講座の開催
・英語版生活ガイドブックの作成
・ＳＮＳによる情報発信

・各団体総会、行事への参加
・姉妹都市交流、市主催行事への協力要請

国際交流員（CIR）の招致

市内国際交流団体との連携

【事業の経過】
S60.5.20 米国アイダホ州ポカテロ市と姉妹都市提携
H1. 7.19 米国オレゴン州キャンビー市と姉妹都市提携

（旧栗沢町において提携）

～H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 合計

中高生 244 - 11 11 12 11 - - 6 295

大人 153 12 - - - - 中止 中止 - 165

[姉妹都市ポカテロ市への訪問団派遣状況] （単位：人）

令和５年度予算額 ９８３万円

総務部庶務課

※R2、R3年度はコロナウイルス感染症拡大防止のため、ポカテロ市への派遣中止
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※キャンビー市との姉妹都市交流はR02より休止中
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